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主要株主及びその他の関係会社の異動に関するお知らせ 
 

今般、平成 22 年 12 月 1 日付で当社の主要株主及びその他の関係会社に下記のとおり異動がありまし

たので、お知らせいたします。 
 

記 
 
1．異動が生じた経緯 

会社更生手続き中である株式会社日本航空は、株式会社日本航空インターナショナルに吸収合併

され、存続会社は株式会社日本航空インターナショナルとなりました。 
これにより、株式会社日本航空は当社の主要株主及びその他の関係会社に該当しないことになり、

株式会社日本航空インターナショナルが当社の主要株主及びその他の関係会社に該当することに

なりました。 
 
2．異動した株主の概要 
 
（1）当該主要株主及びその他の関係会社でなくなった株主の名称等 

①名 称 株式会社日本航空 
②本 店 所 在 地 東京都品川区東品川二丁目４番11号 
③代表者の役職・氏名 管財人 株式会社企業再生支援機構 
④主 な 事 業 内 容 航空輸送事業およびこれに関連する事業等を営む会社の持ち株

会社として、これらの事業会社の経営管理ならびにこれに附帯

または関連する業務 

⑤資 本 金 の 額 251,000百万円(平成22年11月30日現在) 
⑥設 立 年 月 日 平成14年10月2日 
⑦連 結 純 資 産 156,237百万円(平成21年12月31日現在) 
⑧連 結 総 資 産 1,681,352百万円(平成21年12月31日現在) 
⑨大株主及び持株比率 - 
⑩上場会社と当該株主

の関係 
 
 

資本関係 当該会社は2010年11月30日において、当社の議

決権に対する所有割合が、21.48％あり、主要株

主であります。 

 
 
 
 

人的関係 （株）日本航空の執行役員である菊山英樹は、

当社の社外取締役を兼任しております。 

 取引関係 
 
 
 

当該会社との取引  
9百万円（2010年3月期） 



 
（2）当該主要株主及びその他の関係会社となった株主の名称等 

①名 称 株式会社日本航空インターナショナル 
②本 店 所 在 地 東京都品川区東品川二丁目４番11号 
③代表者の役職・氏名 管財人 株式会社企業再生支援機構 
④主 な 事 業 内 容 定期航空運送事業および不定期航空運送事業、ならびにこれら

に附帯または関連する事業 

⑤資 本 金 の 額 175,000百万円（平成22年12月1日現在） 
⑥設 立 年 月 日 昭和28年10月1日 
⑦連 結 純 資 産 113,976百万円(平成21年9月30日現在) 
⑧連 結 総 資 産 1,720,444百万円(平成21年9月30日現在) 
⑨大株主及び持株比率 株式会社企業再生支援機構 100% 
⑩上場会社と当該株主

の関係 
 
 

資本関係 当該会社は2010年12月1日において、当社の 
議決権に対する所有割合が、21.48％あり、 
主要株主となります。 

 
 
 
 

人的関係 （株）日本航空インターナショナルの執行役員

である菊山英樹は、当社の社外取締役を兼任し

ております。 

 取引関係 
 
 
 

当該会社との取引  
13,011百万円（2010年3月期）

 
 
４．当該株主の所有議決権数（所有株式数）およびその議決権の総数（発行済株式数）に対する割合 
 
（1）異動前（平成22年11月30日現在） 

株主名 議決権の数 
（所有株式数）

総株主の議決権の

数に対する割合※ 株主順位

株式会社日本航空 27,275個 
(2,727,500株) 21.48% 第2位 

株式会社日本航空インターナショナル － － － 

 
（2）異動後（平成22年12月1日現在） 

株主名 議決権の数 
（所有株式数）

総株主の議決権の

数に対する割合※ 株主順位

株式会社日本航空 － － － 

株式会社日本航空インターナショナル 27,275個 
(2,727,500株) 21.48% 第2位 

※ 議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数     82,400株 
平成22年9月30日現在の発行済株式総数               12,775,000株 

 
５．今後の見通し 

本件異動が当社業績に与える影響はありません。 
 

以 上  


